
 

下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた官民検討会 

第２回 議事次第 

 

日 時：令和４年 11 月 28 日（月）15：00～16：30 

場 所：国土交通省 11 階特別会議室（WEB 併用） 

          

 

１．開 会 

  

２．議 事 

（１）第１回検討会において出された課題について 

 （２）農林水産省・国土交通省の経済対策における取組等について 

 （３）下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けて必要な取組について 

 （４）意見交換 

   

３．閉 会 

 

  



 

【配付資料】 

資料１  下水汚泥の肥料利用の拡大に向けた官民検討会  

第１回 意見概要 

資料２  下水汚泥資源の肥料利用拡大に向けた施策について 

資料３   食料品等の物価高騰対応のための緊急パッケージについて 

資料４  下水汚泥資源の肥料利用について（自治体の取組事例） 

資料５  汚泥肥料の品質と安全性の確保について 

資料６  東京大学 加藤委員 説明資料 

資料７  日本肥料アンモニア協会 説明資料 

資料８  朝日アグリア 説明資料 

資料９  日東エフシー 説明資料 

資料１０ 日本下水道協会 説明資料 

資料１１ 日本下水道新技術機構 説明資料 

資料１２ 日本下水道事業団 説明資料 

参考１  「下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた官民検討会」の開

催について 

 

 

 



 

 

資料１ 

下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた官民検討会  

第一回 意見概要 

 
日 時：令和４年10月17日(月) 11:00～12:30 

場 所：農林水産省第２特別会議室 

 
 

当日意見：  

・食料安全保障や資源循環の観点から、下水汚泥資源などの新たな国内資源の活用

は選択肢の一つとして重要。一方で、農業側では重金属の含有リスクの懸念や、ネ

ーミングの課題がある。また、下水汚泥資源の利用を進めるにあたり、自治体のみ

ならず、学識者等の第三者の関係者がコミットしていると信頼や安心感につながる。 

 

・回収リンのような高度処理したものについては、そのまま肥料原料として使え、

用途が幅広い。一方で、汚泥コンポストについては、安全性が気になってくる。自

治体によっては特別栽培米では汚泥肥料は使えないところもある。まずはリサイク

ルという観点で行政サイドから地域循環としてアピールして進めていくべき。 

 

・重金属に対する安全性の担保が重要。また、凝集剤でアルミが使われているとリ

ンとくっついて農作物が利用出来ないという話も聞いている。下水汚泥資源の肥料

利用のマッチングを進めるためには、回収リンの安定的な量の供給や、成分の安定

化、価格設定が課題である。 

 

・下水汚泥を含めた地域資源の有効活用は大いに賛同する。一方で、汚泥肥料を活

用する前提としては、農業者や地域の理解の醸成が必要。堆肥に対する農業者のイ

メージがよい一方で、下水汚泥や水産加工排水を主とした工業汚泥を含めて、汚泥

肥料に対するイメージのため販売促進活動等が難しくなることが想定される。その

ため、下水汚泥資源等を活用した肥料に対するインセンティブを与える等の対応が

必要ではないか。また、汚泥肥料の活用にあたっては、単体で使用することはなく、

一部の製品から切り替える形になることから、混合する際の使用原料の制限につい

ても、汚泥肥料の利用拡大における課題となりうる。 

 

・肥料として問題がない場合でも、農業者や消費者の視点から見ると「汚泥」のイ

メージが悪いため、汚泥肥料というネーミングを変える必要があるのではないか。

重金属の基準や植害試験をクリアして品質の高いものについては、公定規格も含め
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ネーミングの工夫をしていただきたい。 

 

・下水汚泥資源から肥料を製造するにあたり、下水汚泥肥料（コンポスト含む ※

回収リンを除く）は化成肥料の原料としては現在の法律では使用できないこと、ま

た一般的な話として原料の水分含有率が高すぎることや、粒度が細かすぎることで

ハンドリングが悪いものが多いなどの課題がある。また、発生元や腐熟度等にもよ

ると思われるが化学肥料原料と異なり、製造工場における臭気対策が課題になるこ

ともある。 

 

・色々な問題をクリアして下水汚泥資源を含む商品を作っても実際に売れるかどう

か、農家に受け入れてもらえるかどうかが課題。肥料加工や他の化学原料との混合

により既存の肥料と比較して大幅に安価にならないこともあるため価格面だけを使

用目的として重視するのではなく、そもそもの国内の未利用資源を使っていく意義

を理解してもらうこと、行政側の後押しも必要。 

 

・生産者が肥料を購入するにあたり、栽培暦に当該肥料が記載されているかどうか

は重要。回収リンは重金属の問題はないが、施設整備のコストが高いので、安く高

品質なリンを回収するための技術開発が必要。 

 

・重金属の観点では、地域特性もあるので、全国の全ての下水汚泥資源が肥料に向

くものではないと考えている。加えて、畜産が盛んな地域では、下水汚泥肥料では

なく、堆肥を活用するという選択もあるので、地域特性を踏まえて下水汚泥資源の

展開を図るべき。 

 

・下水汚泥資源の肥料を使う大前提として、公定規格をクリアし、肥料登録をした

もののみを使っているため、安全性の面では担保されている。岩見沢では、下水汚

泥コンポストで特別栽培認証やASIAGAPをクリアしているお客がおり、運用の仕方で

はないか。このことについて、どうやって下水汚泥資源の肥料の利用を進めていく

かについて議論していきたい。 

 

・重金属については、肥料の基準を満たしていれば特に問題ないと考えている。ま

た、下水汚泥を安定的に処理することが必須事項のため、引き取り体制の確保が重

要。供給側の課題解決も進めるが、農業者等の需要側のご理解もいただきたい。 
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・以前、コンポストは遅効性の肥料と言われていたが、最近即効性もあることが分

かってきたので、そのような点もPRしたい。また、下水汚泥の焼却灰から回収した

リンについても肥料原料として使えるので、これら下水汚泥資源を活用いただきた

い。 

 

・肥料化施設に関心を持つ団体が増えてきている。消費者理解の増進や供給先の確

保が非常に重要。検討会を通じて議論が深まればよい。 

 

・農家の声を聞いていると、汚泥肥料を利用すると有機農産物と言えないというの

が普及の壁として大きいように感じる。JAS規格は難しくても、これに準じた公定規

格などを作れないか。 

 

・安全性の面でいうと、透明性（トレーサビリティ）を高めることも大事。欧州で

はどこの下水処理場で集めてどういう方法でコンポストにしているかなどが公表さ

れている。 

 

・下水汚泥の焼却灰の農業利用の技術開発も進めるべき。また、下水汚泥肥料は新

しい肥料なので、農水省による新たな施肥方法の普及に期待。 

 

・家畜排せつ物も貴重な資源だが、利用者側の理解や利用が進まず、堆肥を燃やし

てエネルギーとして利用している事例もあるので、下水汚泥資源と併せて理解の醸

成を図っていただきたい。 

 

・木質バイオマス発電では、燃やした後の灰は重金属が微量に含まれており、日本

では、場合によっては年間一億円以上かけて埋め立て処分をしている。一方で、ス

ウェーデンでは、定期的に成分を公開し安全なレベルであることを証明しつつ、そ

の灰を森に還元している。重金属については、定期的な測定と公表が大事だと考え

る。 

 

 



下水汚泥資源の肥料利用拡大に向けた
施策について

国土交通省 水管理・国土保全局
下水道部

資料２



（令和4年度補正予算（案））下水汚泥の肥料利用の促進

喫緊の課題である食料品の物価高騰に緊急に対応していくため、肥料の国産化・安定供給を図るべく、
地方公共団体による下水汚泥のコンポスト化施設整備や肥料利用促進のための案件形成を支援すると
ともに、汚泥処理プロセスからのリン回収に関する実証事業を行う。

汚泥コンポスト化

汚泥コンポスト化施設

リン回収

リン回収施設

（国費 2,979百万円）

社会資本整備総合交付金・防災安全交付金（国費 465百万円）

• 地方公共団体による下水処理場内への汚泥コンポスト化施設等の
整備を支援

下水道事業調査費（国費 2,514百万円）

• 肥料利用を促進するための大規模案件形成

汚泥の肥料利用を新たに検討または拡大を目指す自治体に対して、農水
省と連携し、汚泥肥料の重金属等成分・効果の検証や汚泥肥料の流通経路
の確保等に向けたマッチングなどの大規模案件形成を実施

• 汚泥処理プロセスからのリン回収に関する実証事業

地方公共団体の下水道施設において、国が主体となって、リン回収に関す
る実規模レベルの施設を設置し、技術開発・普及を推進



【概要】
下水汚泥の肥料利用量の拡大や新たに汚泥の肥料利用を検討する下水道管理者（約
100箇所）に対して、汚泥の重金属や肥料成分分析、分析結果を元にした肥料の流通確
保に向けた検討等を支援。
支援対象については公募を想定。

重金属含有量の推定、より効果的・効率的な利用に向けたマッチング支援等の制度検討
汚泥肥料に対する農業従事者や消費者の理解増進、イメージ向上に向けたPR

汚泥、肥料中の重金属の分析
季節変動、地域特性、処理方式との関連 等

汚泥、肥料中の肥料成分分析
肥料成分の安定性、処理方法との関連 等

需要拡大に向けた地域内関係者（地域農
政部局・JA等）との検討
関係者による勉強会の開催
地域内需要や肥料製造状況の調査
汚泥肥料等の試験的利用や施肥設計の検討促進 等

安全性の確保
重金属の含有により、肥料利用に適さない処理場も存在

品質の確保
成分の安定性の確保

流通の確保
下水道に対するネガティブイメージ
汚泥の安定的な処理に向けた需要の確保。
利用者（農家）の理解促進、営農技術の普及。

2

肥料利用を促進するための大規模案件形成

案件形成における課題 支援内容

国の取組



3

汚泥処理プロセスからのリン回収に関する実証事業

【概要】
地方公共団体の下水道施設において、国が主体となって、リン回収に関する実規模レベルの施設を設
置。
実証を通じて、リン回収施設のコストの高さ、回収リン成分のバラツキといった課題解決に向けた技術
開発・普及を推進。

①リン除去回収施設 ②MAP洗浄装置

③MAP乾燥設備

反応式：Mg2+ + NH4
+ + PO4

3– → MgNH4PO4
生成物の性状：5mm以下の粒状

技術開発要素の例（MAP法）

脱水汚泥

リン除去施設のコンパクト化等による建設費の削減
運転管理の効率化による人件費、薬品費、電力費等の維持管理費の削減



食料品等の物価高騰対応のための緊急パッケージ

１．下水汚泥資源・堆肥等の利用拡大によるグリーン
化の推進と肥料の国産化・安定供給

・ 下水汚泥資源の肥料利用の推進 【国土交通省】
(下水汚泥資源の流通経路の確保等に向けたマッチングや施設整備、

PR等を支援)
・ ペレット堆肥流通・下水汚泥資源等の肥料利用促進
技術の開発・実証【農林水産省】
(ペレット化した堆肥の広域流通や下水汚泥資源を原料とする肥料の製造
効率化の実証等を支援)
・ 国内肥料資源利用拡大対策 【農林水産省】
(畜産農家、肥料メーカー、耕種農家等の連携による国内資源の利用拡
大に向けた取組を支援)

・ みどりの食料システム戦略緊急対策 【農林水産省】
(土壌診断による化学肥料の低減やスマート農業技術の活用などのグリーン
な栽培体系への転換等の取組を支援)

等

２．小麦・大豆・飼料作物の国産化の推進

・ 国産小麦・大豆供給力強化総合対策 【農林水産省】
(産地と実需が連携した麦・大豆の安定供給に向けた生産性向上等を支援)
・ 畑地化促進事業 【農林水産省】
(水田を畑地化した麦・大豆等の定着の支援等)
・ 産地生産基盤パワーアップ事業 【農林水産省】
(麦・大豆の増産に必要な施設整備の支援等)
・ 飼料自給率向上総合緊急対策【農林水産省】
(耕畜連携の取組等による国産飼料の生産・利用拡大等を支援)
・ 米粉の利用拡大支援対策【農林水産省】
(米粉の商品開発、米粉製粉・製品製造能力強化等を支援)

等

３．食品ロス削減対策の強化と食品アクセス
が困難な社会的弱者への対応の充実・強化

・ 食品ロス削減及びフードバンク
支援緊急対策【農林水産省】
(厳しい納品期限の商慣習の見直し等を促進した上で、フード

バンク等への寄付が進むよう、輸配送費等を支援)
・ 食育の推進【農林水産省】
(こども食堂、こども宅食等の食育の取組を支援)
・ 子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業
(地域子供の未来応援交付金)【内閣府】
(食事等の提供を行うNPO等に対する支援)

等

○ ロシアのウクライナ侵略などにより食料安全保障上のリスクが高まる中、喫緊の課題である生産資材や食品原材料等の物価高騰に対応するため、先々を見
据えた力強い対策を講じ、食料品等の危機に強い経済構造に転換していく。

下水汚泥家畜ふん堆肥 化学肥料との
混合肥料

ペレット堆肥

○ 堆肥や下水汚泥資源等の肥料利用拡大を図るため、
畜産農家、肥料メーカー、耕種農家等の連携や施設整備
等への新たな支援策の創設。

○ 土壌診断・堆肥の活用等による化学肥料の使用量低減
や有機農業の拡大など地域ぐるみのモデル地区を創出すると
ともに、有機農産物の販路拡大・新規需要開拓等を支援。

○ 小麦・大豆等の国内生産の拡大や安定供給のための施
設整備支援、畑地化を強力に推進するとともに、耕畜連携
による国産飼料生産への新たな支援策を創設。

○ 厳しい納品期限等の商慣習の見直しを要請し、
食品ロス削減を強化。

○ こども食堂等への食品の提供を行うフード
バンクや、こども宅食に対する支援や共食の場の
提供支援等を実施し、関係省庁と連携して生活
困窮者への食品支援を行うとともに、フードバンク
を通じてこども食堂等に政府備蓄米を無償交付
し、支援を強化。

青刈りとうもろこし施設整備・機械導入

作付けの団地化推進

地域における共食の場の提供 地域食文化の継承

農林漁業体験機会の提供
ラップサイレージ

令和４年11月８日
食料安定供給・農林水産基盤強化本部資料

30億円

10億円

100億円

64億円

250億円

306億円の内数

120億円(所要額)

140億円

３億円

５億円

20億円

30億円

※

※国土交通省と連携して対応
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［お問い合わせ先］農林⽔産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7437）

ペレット堆肥流通・下⽔汚泥資源等の肥料利⽤促進技術の開発・実証
【令和４年度補正予算額 1,000百万円】

＜対策のポイント＞
外的要因により⼤きく影響を受ける肥料の海外依存体質を改善し、農業経営の安定や国⺠への⾷料安定供給のため、国内の資源を有効活⽤し肥料利⽤
するための技術開発・実証を推進します。

＜事業⽬標＞
国産資源を活⽤した肥料の⽣産拡⼤

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

家畜排せつ物や下⽔汚泥資源といった国内の資源を有効活⽤した肥料の⽣産・利
⽤拡⼤に向けた技術開発・実証を推進します。

１．ペレット堆肥の広域流通促進モデル実証
地域によって偏在する家畜排せつ物を原料とした堆肥を有効活⽤するため、ペレット

化し広域流通させる取組の実証をモデル的に実施します。

２．下⽔汚泥資源の活⽤促進モデル実証
下⽔処理施設から排出される汚泥資源を原料としたコンポスト肥料等の活⽤を促

進するため、費⽤対効果の⾼い肥料の⽣産⽅法の開発やその肥効に係る現地実証
等を実施します。

３．酪農スラリーの⾼度肥料利⽤のための技術開発
酪農から排出されるふん尿混合物（スラリー）を肥料等として⾼度に利⽤するため

に、⽔分調整等の利⽤技術を開発します。

＜事業の流れ＞

国 （国研）農業・⾷品産業
技術総合研究機構

⺠間団体等
（公設試・⼤学を含む）

定額
交付

（定額）

下水処理場 下
⽔
汚
泥
資
源

下⽔処理 肥料製造 ⽣産 販売

配合肥料化
回
収 リン回収

⾼温発酵 堆肥化

各地区で⾏われた研究成果を農研
機構でとりまとめ、成果を全国展開

汚泥コンポストの製造効率化やユーザーニーズにマッチした複合肥料の製造、
安全性・肥効のモニタリング⼿法確⽴、汚泥肥料を⽤いた栽培試験等

耕地⾯積当たりの家畜排せつ物発⽣量（窒素ベース）

家畜排せつ物の偏在による資源の無駄を削減するためのさらなる広域流通や、肥
効が⾼く輸⼊肥料の代替としての効果が期待できる豚糞・鶏糞を⽤いたペレット
堆肥の⾼品質化等の実証 偏在地からの広域流通

ニーズ

製造⽅法

１．ペレット堆肥の広域流通促進モデル実証

２．下⽔汚泥資源の活⽤促進モデル実証

３．酪農スラリーの⾼度肥料利⽤のための技術開発

肥料資源の回収

堆肥
液肥

化学肥料
原料

酪農スラリー

肥料成分の回収
（窒素・リン等）

⽔分調整・
新規資材等の開発

５ー３ 肥料の国産化・安定供給確保対策のうち



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．施設整備等への⽀援
国内資源の肥料としての利⽤拡⼤のため、堆肥等の⾼品質化・ペレット化など広域

流通等に必要な施設整備等を⽀援します。

２．実証等の取組への⽀援
国内資源の肥料としての利⽤拡⼤のため、ほ場での効果検証の取組、機械導⼊等
を⽀援します。

５ー２ 肥料の国産化・安定供給確保対策のうち
国内肥料資源利⽤拡⼤対策等

＜対策のポイント＞
肥料の国産化に向けて、畜産業由来の堆肥や下⽔汚泥資源などの国内肥料資源の肥料利⽤を推進するため、畜産、下⽔事業者、肥料製造業者、耕種

農家等の連携や施設整備等を⽀援します。

＜事業⽬標＞
畜産業由来の堆肥や下⽔汚泥などの国内資源の肥料利⽤の推進

＜事業の流れ＞

（１、２の事業の
⼀部）

【令和４年度補正予算額 9,998百万円】

国

都道府県等
（都道府県協議会を含む）

定額、1/2以内

協議会等
（農業者の組織する団体を含む）

⺠間団体等

定額、
1/2以内 （1、2の事業）農産局技術普及課 （03-6744ｰ2182）

（２の事業） 農業環境対策課 （03-3593ｰ6495）
（1、2の事業）畜産局畜産振興課 （03-6744-7189）
（１の事業） ⾷⾁鶏卵課 （03-3502-5989）

国内資源利⽤に向けた連携体制の構築

原料供給事業者 肥料製造事業者 耕 種 農 家

肥料製造事業者が使いやすい
原料の供給のための施設整備
等を⽀援

耕種農家が使いやすい
肥料の製造のための施設整備
等を⽀援

肥料の効果検証等を⽀援

⾼品質堆肥の製造 ペレット製造設備

化学肥料との混合肥料ペレット堆肥

化学肥料と同じ機械で散布

農業のグリーン化を推進

耕種農家が使いやすい肥料の実⽤化・利⽤拡⼤

（１、２の事業の
⼀部）

定額、1/2以内

［お問い合わせ先］



16 みどりの⾷料システム戦略緊急対策事業
【令和４年度補正予算額 3,000百万円】

＜対策のポイント＞
みどりの⾷料システム戦略及びみどりの⾷料システム法に基づき、資材・エネルギーの調達から、農林⽔産物の⽣産、流通、消費に⾄るまでの環境負荷低減と
持続的発展に向けた地域ぐるみのモデル地区を創出するとともに、有機農産物の販路拡⼤・新規需要開拓等を促進します。
＜政策⽬標＞
みどりの⾷料システム戦略に掲げたKPI（重要業績評価指標）の達成［令和12年度及び32年度まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．みどりの⾷料システム戦略緊急対策交付⾦ 2,840 百万円

地域の特⾊ある農林⽔産業・資源を活かした持続的な⾷料システムの構築を⽀援し、モデル
地区を創出します。
①グリーンな栽培体系への転換サポート
⼟壌診断等による化学肥料の低減・スマート農業技術の活⽤等の産地に適した技術の検証

等を通じたグリーンな栽培体系への転換、消費者理解の醸成等を⽀援します。
②有機農業産地づくり推進緊急対策事業
有機農業の団地化や給⾷での利⽤等の取組や、都道府県の推進体制構築を⽀援します。

③有機転換推進事業
新たに有機農業への転換等を実施する農業者に対して、有機農業の⽣産を開始するために

必要な経費を⽀援します。
④SDGs対応型施設園芸確⽴
環境負荷低減と収益性の向上を両⽴した施設園芸のモデル産地育成を⽀援します。

⑤バイオマス活⽤による持続可能なエネルギー導⼊・資材の調達対策
エネルギー地産地消に向けたバイオマスプラント等の導⼊やバイオ液肥の利⽤拡⼤、みどりの⾷

料システム法に基づき認定を受けた事業者が⾏う良質な堆肥⽣産施設の整備等を⽀援します。
２．みどりの⾷料システム戦略環境構築推進事業 160 百万円
①有機農業推進総合対策緊急事業
有機農産物の販路拡⼤・新規需要開拓や協議会を設置して⾏う試⾏的取組を⽀援します。

②穀物グリーン化転換推進事業
穀物の⽣産から集出荷段階に⾄るグリーン化技術の確⽴に向けた取組を⽀援します。

③⽣分解性マルチ導⼊促進事業
海外依存原材料の国産化検討や国内⽣産マルチの低コスト化に向けた検証等を⽀援します。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］⼤⾂官房みどりの⾷料システム戦略グループ（03-6744-7186）

（１の事業）

（２の事業）⺠間団体等

都道府県 市町村等
定額、1/2以内 定額、1/2以内

定額、1/2以内

（電気・熱・ガス）
バイオマス発電

省エネ型農業ハウス

脱炭素化

減農薬・減肥料
（AI・ドローンによるピンポイント散布）

有機農業

堆肥の利⽤促進・⼟づくり

【みどりの⾷料システム戦略環境構築推進事業】
・有機農産物の販路拡⼤、新規需要開拓

・穀物⽣産のグリーン化に向けた技術体系の確⽴
・⽣分解性マルチの導⼊促進

栽培体系の転換

有機農業の拡⼤

農林漁業者

都道府県
市町村

流通・⼩売 ⼤学・研究機関

農機・資材メーカー
サービス事業体

地銀

⾷品
事業者

シンクタンク
・コンサルタント

みどりの⾷料システム戦略
緊急対策交付⾦
モデル地区の創出

団地化・販路開拓

家畜排せつ物

未利⽤間伐材
等

耕畜連携

※みどりの⾷料システム法に基づく特定区域の設定や計画認定者等を事業採択時に優遇します。
※優遇措置の内容は各メニューにより異なります。

国



地域 兵庫県神⼾市
（回収リン）

北海道岩⾒沢市
（コンポスト）

⼭形県鶴岡市
（コンポスト）

佐賀県佐賀市
（コンポスト）

取組開始時期 平成24年 平成23年頃
（昭和53年〜）

平成28年頃
（昭和61年〜） 平成21年

肥料の名称 こうべハーベスト スーパーゴールドユーキ
等 鶴岡コンポスト かんとりースーパー佐賀

肥料の種類
・成分

配合肥料
窒素：18%
リン：13%
カリ：13%
※⽔稲⽤

汚泥肥料

窒素：1.07%（4.85%）
リン：0.93%（4.65%）
カリ：0.03%（0.13%）
※R3年度脱⽔肥料含有試験
の平均値（括弧内は乾燥肥
料）

汚泥肥料
窒素：2.4%
リン：4.0%
カリ：0.3%

汚泥肥料
窒素：2.7％
リン：4.9％
カリ：0.24％
※R4.9分析結果

下⽔汚泥の
安全性の確認

リン回収は、成分抽出を⾏
うものなので、重⾦属は含
まない

年４回重⾦属モニタリン
グを実施し、分析結果を
農業者に通知

年12回重⾦属モニタリン
グを実施し、分析結果を
市HPで公表

年４回重⾦属モニタリン
グを実施し、分析結果を
局HPで公表

利⽤品⽬ ⽔稲、野菜、果樹、花など 稲・⻨・⼤⾖、たまねぎ、
⼦実コーン等

畑作（特産枝⾖等）、果
樹等

アスパラガス、たまねぎ、
花き 等

下⽔汚泥資源の肥料利⽤について（取組事例） 資料４

寺内直人(TERAUCHINaoto)
テキストボックス
農林水産省環境バイオマス政策課



汚泥肥料の品質と安全性の確保について

○ 肥料については、品質や安全性を確保するため、公定規格が設定されている。（公定規格を設
定・変更する際は⾷品安全委員会の意⾒を聞く仕組み。）
○ 下⽔汚泥資源の肥料利⽤にあたっては、製品に含まれる重⾦属が基準値を超えていない、植物へ
の害が認められない等の公定規格に適合したもののみ登録を⾏い、流通を認めている。
○ 流通後も、肥料の⽣産業者に対して⽴⼊検査を実施し、重⾦属の含有量等を確認するとともに、
品質管理の徹底のための取組を実施。

○下⽔汚泥肥料の登録
（事前の品質等の確認）

下⽔汚泥肥料の公定規格
・ 原料の種類
・ 原料の条件
・ 製品中の有害成分の最⼤量
ひ素、カドミウム、⽔銀、ニッケル、
クロム、鉛

・ 植害試験
（原料段階⼜は製品段階で実施）
栽培試験の結果から、植物への
害が認められないことを確認 等

○⽴⼊検査の実施
（流通後の定期的な品質等の確認）

・ ⽴⼊検査では、重⾦属含有量、帳簿（原料の種類、⼊⼿先、投⼊量等）等を検
査し、公定規格に適合した肥料が⽣産されているかを確認。
・ 仮に、重⾦属の基準値超過等が判明した場合には、⽣産業者に対し、⾃主回収、
原因究明や再発防⽌を指導。
※ 汚泥肥料に係る放射性物質の管理

⽴⼊検査では、放射性物質の含有量も確認。
（平成23年12⽉以降、暫定許容値を超過した汚泥肥料はなし）

○品質管理の徹底のための取組

・ 汚泥肥料中の重⾦属管理⼿引書等を⽤いて、品質管理責任者の設置、重⾦属
の分析、記録の保管など、事業者⾃らが品質を管理する際の取組内容を周知。
・ ⾃主的な品質管理を推進するため定期的な研修を実施。

資料５

寺内直人(TERAUCHINaoto)
テキストボックス
農林水産省　消費・安全局



推進すべき政策の提案について 東京大学 加藤

1.「政府」としての数値目標の明確化(農水省・国交省)
●政府の政策として農業利用単独の「具体的な数値目標」を示す
※低炭素とは達成すべき目標の時期が異なる。3～5年の短期目標(30%程度)及び長期目標が必要。
※これにより、現在は少ない下水汚泥の肥料化業界の参入企業や自治体の意欲を高められる。

●ただし、目標設定にあたってはリスク分散の観点に留意し特定利用に偏らないようにすべき。

2.ユーザーである農家の信頼の厚い農水省の方針の明確化(農水省)
●下水汚泥の農業利用について、肥料取締法に基づく普通肥料として審査され、定期検査に基づ
き安全性を満たす肥料として積極的に推進する趣旨を農水省より全国関係機関に通知を出す。
※普通肥料への変更時など、かなりリスクの高いものとして周知してきたのではないか。

3.下水道施設の改築時及び広域化等での導入促進・財政支援(国交省)
●下水汚泥処理施設の老朽化や広域化に伴う改築の際や、産廃として処分先を検討する際は、エネル
ギーやセメント利用の継続だけでなく、農業利用の可能性について十分に検討されていることを確認
すべき。また、重点配分や補助金化等の財政支援を行う。
●案件形成予算については通常事業とすべき。また交付金による試験的な施肥試験・普及活動支援
●Bダッシュ等の技術開発の継続、国総研・土研での研究の再開(農環研との共同プロジェクト)

本検討会のとりまとめに際しては具体的なスケジュールと役割分担を決めて取り組むべき

tw10691
テキストボックス
資料６



4.安全で地域循環に貢献する有機資源であることを示す公定規格による「安心感」の普及(農水省)
●有機JASに類するような公定規格を作る。農家及び産廃業者から希望する声も多く、政策的ア
ピール効果も大きいので今回の検討会成果に位置付ける。
※特別栽培として汚泥肥料を使用する際、岩見沢のように有機として適正に認められる地域がある
一方、佐賀市のように化学合成肥料扱いで使用の上限を設定されている地域があると聞いている。
●規格名について、「汚泥」の名称イメージは良くない(菌体肥料は良い)。国が定めるブランド名
が必要。これについては汚泥肥料一律でなく、安全性の公表を行い検査も適正回数行う等、安全管
理を徹底しているものに限定することも考えられる。
※下水汚泥の農業利用が90%の英国は安全基準を満たす汚泥肥料を未処理の下水汚泥と区別するた
め「Biosolids」と命名
※「じゅんかん育ち」については、日本下水道協会が名称の商標登録の検討中

5.安心・安全のための透明性確保について(農水省・国交省・関係団体)
●農家・消費者向けに、汚泥肥料がどこの事業場からの排水で生産されているか、定期検査における
重金属の濃度の推移(基準値との関係)、肥料の生産量等がわかる情報公開サイトを設置する。

●これは、安全性の透明性のみでなく、肥料生産者と利用者のマッチング効果もある。
※横浜市内の汚泥肥料販売者によれば、生協への販売に際し、安全性に関するデータを示し理解されたとのこと

●汚泥肥料は発酵過程で無機化が進むことから施肥設計で必要な無機態窒素分等の成分表記も推奨



8.汚泥ボリュームの多い大都市での利用推進(国交省等)
●焼却灰のリン活用の技術開発
●一方で、下水汚泥の効果が炭素・窒素を含む有機質、特に放線菌等の微生物活動にあることを考
えると大都市でもリン回収のみでなく、市街地から離れた湾岸部の広大な処理場では消化汚泥活用
を含めコンポスト発酵肥料も検討すべき。

7.施肥方法・施肥効果について(農水省及び農業関係団体)
●地域・作物ごとの施肥方法(栽培マニュアル等)についての農家等への指導・支援体制
●様々な施肥効果(土壌改善、収量増・栄養・農薬減・コスト低減等)の「見える化」のための調
査の継続実施と結果公表※前述の安全性の情報公開サイトと一体

6.汚泥肥料の大部分を担う産業廃棄物業者の活動支援について(農水省・国交省)
●環境行政にもまたがる領域であるが、廃掃法の取扱い等についての環境行政への働きかけも含め、
農水省・国交省としての産廃業者による汚泥肥料生産の推進政策を検討すべき。
※産廃施設だから支援出来ないと言うことはないはずである。再利用施設であり肥料増産施設

●肥料化施設の設置支援、肥料の低価格化または農家購入に対する財政支援 ※大規模生産者の声

佐賀市
資料

JA佐賀と農家の汚泥
肥料プロジェクト



「下水汚泥資源の肥料利用の拡大に必要な取組」

2022/11/28

日本肥料アンモニア協会

アンケート：下水汚泥資源の肥料利用について

Q1.第1回検討会では今後の課題として以下の通り整理されました。

 これらを解決するために、メーカーとしてどのような支援を期待しますか。

【今後の課題】

①ネーミングの問題

②成分の安定性・量の確保・コストの問題

③化成肥料原料として使えない問題

④地域内コンポスト循環

⑤地域特性に合わせた展開

①ネーミングの問題

「汚泥」の名前の変更を希望します。

下水汚泥 → 下水菌体肥料

し尿汚泥 → 下水菌体肥料

・下水汚泥使用資材を施用して生産した食料への消費者の理解、イメージ払拭

②成分の安定性・量の確保・コストの問題

【重金属】含量によって使用できない物がある。有害成分（重金属、生理活性物質など）の除外

【量の確保】・原料のロットが小さいと肥料原料として使用しにくい。

【コスト】肥料原料に使用できる状態にするのにコストがかかる。

＊発生元：安全性の担保（重金属の除去）、使用側（肥料メーカー）：受入、乾燥、発酵コスト

・成分、性状が安定したものが欲しい。特に水分が高い事が問題。各製造業者の脱水設備の拡充。

・下水汚泥の品質、安全性の認証（国として)

③化成肥料原料として使えない問題

・大幅な規制緩和が必要。様々な制限を設けてしまったら、製造側は使用を敬遠する。

・化成肥料原料として下水汚泥を利用するための指針と法整備

・下水汚泥の品質、安全性の認証（国として）

・普通肥料の原料にできないことを改善してほしい。公定規格を改定して欲しい。

・下水汚泥の登録の規定の緩和が必要。

④地域内コンポスト循環

・汚泥を受け入れる場所・設備の拡充。

「グリーン肥料」や「[Le cycle]※リサイクルをL(ライフ）e(エコ、エネルギー、エナジー）から構成し

た造語」などの名称に変えて欲しい。

・広域集約センターを構築、各汚泥を集約し成分の安定、均一化をして供給するなどの対策をして欲し

い。

・最低限の規制を除いて、広義での有機質源として利用できるようにしなければ、メーカー（特に製造装

置が大きい）での取り扱いは難しい。

地域内で循環が進むようにその地域の行政とJAが連携し取組を進めて欲しい。その取組にメーカーが参

画し資材の製造・販売に協力したい。

Administrator
テキストボックス
資料７



・地産地消が進むように、農家、消費者の理解を得て欲しい。

(下水汚泥の安全性，資源循環の必要性，汚泥肥料化コストの発生 等)

⑤地域特性に合わせた展開

下水汚泥だけでなく、その他の未利用資源（ し尿汚泥 堆肥 等 ）の循環も必要かと思います。

地域によっては供給量が少なくなるという問題がでてくる

地産地消が進むように、農家、消費者の理解を得て欲しい。

・下水汚泥使用資材を施用して生産した食料への消費者の理解、イメージ払拭

Q2.その他、下水汚泥を肥料原料として使用するための課題がありましたら

いちばんは製造装置の課題。現行の製造装置は転用できない。

・普通肥料の設備と共用できない。コンタミリスク

・汚泥処理施設（供給側）と肥料メーカー（需要側）が直接コンタクトできる体制づ くり。

ア）水分、臭気の問題があるが対応するには専用の設備が必要であり、設備投資が必要になる。

イ）作物への効果確認（品質への影響）

下水汚泥そのものを活用するとすれば…

・下水汚泥の安全性が心配されるので、使用者や消費者への安全確保と安全性のPR活動が必要。

回収リンサンを活用するには… ・リンサン回収装置の設置費用（莫大な件数と費用が発生）

・汚泥を乾燥するための設備の拡充。 ・汚泥を発酵するための設備の拡充。

・重金属の問題（Cd等）

・下水汚泥使用資材を施用して生産した食料への消費者の理解、イメージ払拭

Q3.上記課題（Q2）解決のために、どのような支援を期待しますか。

発生施設等での保管が難しい場合、廃掃法の適用外として欲しい(肥料法の原料帳簿管理に移行等)。

・産廃処理業の許認可の簡素化および下水道事業者とのマッチングに関する支援をお願いしたい

ア）専用の設備や増強が必要になるので、設備投資をしやすいよう助成金が欲しい。

イ）作物への効果確認（品質への影響）県技術指導機関での実証試験やその橋渡しをして欲しい。

汚泥肥料を肥料原料に使用出来るよう法整備、汚泥処理工場の改良、肥料原料向けの分析、品質管理を行

うことが重要、また燃焼灰のように粉末での供給が、化成肥料の原料用としては望ましい。

燃焼灰製造はコストは掛かると思うが、「エネルギー」と「肥料原料」の両方に資するものと考えると、

下水汚泥の中にも肥料原料用として使用出来るものがあるかもしれない。そのために可能であれば下水汚

泥も分別する必要があると考える。

ウ）重金属等有害物質が入らない安全性をどう担保するのかが課題。また汚泥肥料を使用するにあたって

の安全性の説明など、かなりの労力が必要。

下水汚泥をフルに活用するには、肥料メーカーとして企業活動する観点からは国からの支援がないと厳し

いのではないか

産廃物(下水汚泥)は保管期間に制限があるため、肥料需要期までの保管場所を発生施設等で確保する必要

ウ）使用する農家、購入する消費者の理解を得ることが重要であり、国土交通省の事業である「ビストロ

下水道」「じゅんかん育ち」とのタイアップなど行政、JAグループ、メーカーの連携を取りまとめて欲

しい。

下水汚泥には地域特性があり、行政とメーカーのマッチングを政府、自治体が積極的に実施してほしい。



令和4年11月28日
朝日アグリア株式会社

№ 要望

1 下水汚泥
名称の変更
(規格・原
料使用時)

汚泥肥料のもつ悪いイメージを払しょくし、肥料メーカーが原料として安心して活用できるよ
うにするために、肥料の名称の変更、汚泥肥料原料使用時の混合汚泥肥料規格ではなく他
規格への変更可とする肥料法の規制緩和が必要である。

2 下水汚泥
製造工程管
理

①汚泥肥料を原料使用とする場合、製造ライン上での他製品へのコンタミ防止、流動性確
保等の設備投資が必要とななる場合のコスト負担に対する助成措置が必要である。
②安全性の確保を前提として、後製品へのコンタミ防止措置を通常運転時と同様とすること
を可能とする柔軟な制度運用が求められる。

3 下水汚泥
発生元にお
ける品質管
理

①発生元による水分、肥料成分、重金属検査体制の整備と助成措置
②安定的に重金属含量低減、成分安定、水分低減を果たすための発生元側への設備投
資、運用等の助成措置
③生産管理、実需側への連絡体制、発生元情報の公開、物財費・運賃等の助成措置
④バイオマスリサイクル率向上に応じたインセンティブ・税制上の優遇措置創出とメーカー
等実需者への還元

4 下水汚泥
原料使用の
規制緩和

下水汚泥の使用拡大を行うためには、化成肥料など太宗銘柄での原料使用が不可欠とな
るが、現行の混合汚泥複合肥料の使用原料は、し尿処理施設と動物の排せつ物のみと制
限されているため、使用原料の制約の緩和が必要である。

5 焼成汚泥 安全性確保
バイオマス発電等で発生する焼成汚泥灰の場合、重金属が濃縮されるので、安全面で不安
があることから、定期的な重金属測定などで安全性を担保する仕組みを構築してほしい。

6
回収リン
酸

発生元への
助成措置

生産コスト面で、脱水のみで乾燥が不十分なケースが多く、乾燥コストの増篙の問題があ
る。利用促進の観点から、発生元での乾燥設備導入経費助成、および肥料メーカー側にお
ける導入経費やランニングコストの助成が必要。

7 工業汚泥

共同処理施
設利用時の
肥料規格の
運用

当社は、震災前、石巻市水産加工団地にある、石巻水産加工排水処理公社から排出され
る有機原料から「バイオＦミール」という副産肥料を製造販売していた。しかし、震災後、同団
地に食品以外の製造業者が参入したことから、工業汚泥としての登録を余儀なくされ、販売
面で苦慮している。肥料としての利用拡大を図る観点から、コンビナートなどの共同処理施
設から排出される安全性が確保された汚泥肥料については、副産肥料などの登録を検討し
てほしい。

8 工業汚泥
処理業者に
対する助成
措置

上記、水産加工団地の工業汚泥について、複合肥料の原料として利用を進めたい。当社の
場合、各種原料と混合する粒状複合肥料の原料利用を想定しているが、肥料製造ラインで
トラブルのないよう、処理業者における乾燥処理装置導入に対する助成措置を検討してほ
しい。

項目

①肥料メーカーとしては、実需者である現場や生産者の意向に沿って事業を展開していることから、国、地方行
政が一体となって、肥料利用拡大に向けた啓もう活動等により、農産物や土壌に対する安全性の確保、生産現場
や生産者の不安感の払しょく、農産物に対する消費者の理解を得て、下水汚泥の需要創出することが取り組む必
要がある。
②下水汚泥を含めた汚泥肥料全体を対象とすること、堆肥を含めた国内バイオマス資源全体の活用促進を図るこ
とを目的として、規格など肥糧管理制度全体の制度設計の検討、運用の簡素化が必要である。
③肥料メーカーとして活用できるかは、コスト面、販売面、保管・製造・環境対策等の製造面、など当社事業上
の課題への精査が必要となる。

【要望事項】

【前提条件】

下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた意見(第２回官民検討会資料)

Administrator
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下⽔汚泥資源の肥料利⽤の
拡大に必要な取り組み

1

2022.11.28
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・ﾘﾝ酸ﾏｸﾞﾈｼｳﾑｱﾝﾓﾆｳﾑ(MAP)

・ﾘﾝ酸ｶﾙｼｳﾑ

下水汚泥資源の種類と性格

2

回収りん 汚泥肥料

化成肥料・配合肥料等への使用 ○ 不可

重金属の含有リスク （懸念） ○ △○ ※発生元による

ハンドリング （水分、粒度） △○ ※発生元による △○ ※発生元による

臭気 ○ △○ ※発生元による

肥料成分
○

P=20%程度

NP成分は2％程度で低め

※有機物含有

下水汚泥資源については、回収りんと汚泥肥料のどちらも肥料利用の拡大に向けて取り組
むことに変わりはないものの、両者の性格の違いを理解したうえで別々に考える必要あり

下水汚泥
資源

回収りん

汚泥肥料※大別すると MAP ﾘﾝ酸ｶﾙｼｳﾑ

・濃縮、脱水、乾燥など
・コンポスト化
・焼却灰



回収りん ～現状の課題と今後必要な取り組み～

3

• 一般的な化成肥料や指定配合肥料への使用は問題なし

• 重金属の問題なし

肥料法

重金属

• 臭気問題なし

• 発生元にもよるが水分高い、粒度が細か過ぎて扱い難い場合あり

⇒ 乾燥設備や粒度対応等の設備面での支援

臭気

ハンドリング

• リン酸成分は20％程度と高いため、高成分の肥料への添加も可能

※アルカリ性のため中和が必要、水溶性リン酸が無いため水溶性リン酸を含む
肥料との混合など工夫は必要

肥料成分

• 現在は化学肥料の原料費が高騰しているため価格面でのメリットもある程度望
めるが、価格が落ち着くとメリットが薄れる

⇒ 価格面では鶏ふん燃焼灰等に劣るため、下水汚泥資源を使う意義をｱﾋﾟｰﾙ
し、未利用資源活用の機運を高めること、浸透させていくことが重要

⇒ メリットを感じてもらうため、原料として回収りん含む肥料を扱う農家への
肥料代等の補助や支援

• 発生場所と肥料メーカーのマッチング

その他の
課題と必要な
取り組み



汚泥肥料 ～現状の課題と今後必要な取り組み～

4

• 一般的な化成肥料や指定配合肥料等に原料として使用できない

• 発生元にもよるが、重金属の問題が懸念材料として大きい印象

※微生物由来の汚泥という面では食品工場等から発生する乾燥菌体肥料や
菌体肥料と類似の認識だが、重金属の絡みと思われるが使用の制限が大きい。
堆肥という観点から見ても家畜ふん堆肥と比べ制限が大きい。

⇒ 重金属が少なく管理されている汚泥肥料の公定規格の見直し・緩和

肥料法

重金属

• 発生元や腐熟度合いにもよるが、水分高や臭気の問題あり

⇒ 腐熟度の高いコンポスト化、臭気対策や乾燥設備の支援

ハンドリング

臭気

• 農家は近年省力化を求めており高成分肥料のニーズが高まっている中で、
NP成分が低いため高成分肥料の原料としては採用しにくい。

• 低成分肥料の原料として使用できる可能性はあるが、低成分＝安価という認識
のため、メーカーとして新たな設備投資を実施するインセンティブが低い

⇒ 未利用資源を使う意義について、農家に理解してもらう必要がある

⇒ 原料として汚泥肥料を含む肥料を扱う農家への肥料代等の補助や支援

⇒ 有機物投入による土壌改良、地力アップのアピールや効果データの提示

肥料成分

• 保管場所、輸送費、肥料散布の支援 ※物量が多く遠方の場合は輸送費もネック

• 発生場所と肥料メーカーのマッチング

その他の
課題と必要な
取り組み



下水汚泥資源の活用に向けた取り組み（共通）

5

下水事業者

肥料メーカー

農家

 保管場所の設置、支援

 輸送費の支援

 発生場所とのﾏｯﾁﾝｸﾞ

 下水汚泥資源を使用した
肥料の検討（成型、品質面）

 下水汚泥資源を使用した肥
料を作る際の設備面の支援

 重金属が少なく管理されてい
る汚泥肥料の公定規格やﾈｰﾐ
ﾝｸﾞの見直し

 資源活用の意義のｱﾋﾟｰﾙ

 活用促進のための各種支援

 有機物投入による効果ｱﾋﾟｰﾙ

肥料を使用する側の農家が下水汚泥資源を使った肥料を使いたくなるような仕組みや
雰囲気作り、未利用資源活用の機運を高めることが先ずは重要と思います！

行政

 汚泥肥料のｺﾝﾎﾟｽﾄ化

 ﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ、臭気の改善

 設備面の支援

 下水汚泥資源を使うことの意義の
理解と施肥体系の変化への対応

 下水汚泥資源を含む肥料を扱う
農家への補助や支援資源循環



日本下水道協会

令和４年１１月２８日

1

第２回 下水汚泥の肥料利用の拡大に向けた
官民検討会

情報提供資料

資料10



事例紹介１ Ｎ下水処理場汚泥重金属濃度（再生と利用１３３号より）

・汚泥重金属濃度は年々減少傾向である

2



事例紹介２ 下水汚泥堆肥施用後における

土壌モニタリング調査（第15回ビストロ下水道会合資料より）

・１０年以上連用によっても重金属濃度について
大きな変化は見られていない 3

O市内農場



管理基準値：亜鉛土壌（乾土）1kg につき亜鉛120mg とする

事例紹介３ 下水汚泥堆肥施用後における

亜鉛濃度モニタリング調査（第15回ビストロ下水道会合資料より）

・１０年以上連用によっても亜鉛濃度について大きな変化は
見られていない

O市内農場

4



事例紹介４ 各作物の累積収量調査結果（下水道協会誌No.699より）

トマトの累積収量 ナスの累積収量

イチゴの累積収量 ・下水汚泥肥料区、化学肥料区並びに牛ふ
ん堆肥区にてトマト、ナス、イチゴの収量
比較調査を実施した。

・トマトの累積収量について、下水汚泥肥
料区は牛ふん堆肥区及び化学肥料区と
ほぼ同等の収量となった。

・ナス及びイチゴの累積収量について、い
ずれも下水汚泥肥料区が最も大きくなる
収量となった。 5



目的：

下水道事業は地方公共団体の事務事業に伴う二酸化炭素排出量に
占める割合が高く、事業規模にもよるが約10～20％を占めているのが現
状である。このため下水道事業の二酸化炭素排出量を削減していくこと
は2050カーボンニュートラル実現に向けて喫緊の命題となっている。
下水道資源の有効利用等に係る課題を解決し、地方公共団体に対し
その導入を促進していくためには、施策や様々な技術並びに異業種の
取組み等について実態調査を行い、適切な事業スキームや脱炭素に貢
献する技術情報の認知を図る取組みが必要である。

下水道ＧＸ促進調査専門委員会について

6

エネルギー利用WG 農業利用WG情報・標準化WG

下水道GX促進調査専門委員会

委員会組織図



「下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた
官民検討会」に対する意見等

〇課題事項に対して具体的・定量的議論

〇需要者側の理解促進に繋がるために
実施すべき事項の具体化

〇制度的課題の議論

7





ＪＩＷＥＴ官民検討会1

下水汚泥の肥料利用について

(公財)日本下水道新技術機構
資源循環研究部

藤本 裕之

tw10691
テキストボックス
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ＪＩＷＥＴ官民検討会2

1) R4年度国土交通省調べ（第１回資料より）

下水汚泥肥料化の現状

直接実施少ない
⇒コンポスト施設、ストックヤード等の建設・維持管理
農家へのPR・説明等の努力必要
職員削減

⇒下水道だけでの実施は限界か



ＪＩＷＥＴ官民検討会3

下水汚泥肥料の特徴
・下水道由来肥料の利活用マニュアルより
（日本下水々新技術機構と民間企業の共同研究成果）
：下水汚泥コンポストは即効性肥料⇒特性を踏まえた使用、正確な情報が必要



ＪＩＷＥＴ官民検討会4

リン回収

原料：消化汚泥、消化汚泥脱水脱離液
特徴：リン、アンモニア豊富
⇒ マグネシウム添加により、MAP生成
実施個所：島根県、神戸市、福岡市
⇒ 汚泥処理工程中に組み込むため、各処理場に設置必要

原料：焼却灰
特徴：リン豊富
⇒ カルシウム添加により、りん酸カルシウム生成
実施個所：岐阜市、鳥取市
⇒ 焼却灰の搬送により、集約処理可能



ＪＩＷＥＴ官民検討会5

焼却灰からのリン回収：原理はシンプル

OH-

Na+

焼却灰 NaOH溶液

PO4
3-

焼却灰 P

リン酸
溶液

Ca(OH)2
⇒Ca3(PO4)2

Na+

OH-

PO4
3-

Ca(OH)2

脱リン後
焼却灰 リン酸カルシウム①リン抽出 ②リン酸塩析出

焼却灰
4t/日
P2O5 25%

2t/日3t/日



ＪＩＷＥＴ官民検討会6

焼却灰からのリン回収システム焼却灰

リン抽出

ろ過濃縮

リン抽出

ろ過濃縮

リン析出

Ca(OH)2 遠心脱水

濃縮

NaOH＋温水

反応液

遠心脱水

洗浄

洗浄液

洗浄

洗浄液

乾燥

無害化灰

リン酸カルシウム

脱リン後
焼却灰

低コスト化のためには
⇒システムの簡略化等の技術開発
焼却灰の集約化等が必要



ＪＩＷＥＴ官民検討会7

下水道におけるリン資源化マニュアル 平成22年3月
国土交通省

最終の汚泥形態別リン量

リンの大部分は
焼却灰中に存在
⇒コンポスト化を推進、併せて
焼却灰からのリンを回収する必要



ＪＩＷＥＴ官民検討会8

課題

コンポスト等による肥料利用
・下水道管理者の直接実施には限界
建設、維持管理、農家への説明、職員削減等

・生産の集約化、民間による生産、流通システムの構築が必要

リン回収
・低コスト化⇒技術開発、焼却灰の集約化
・流通システムの構築が必要

日本下水道新技術機構の今後の取り組み
・様々な処理場における下水汚泥の肥料としての適用検討・提案
・リン回収の低コスト化の検討
・技術マニュアル、セミナー、ホームページ等を通じた情報発信



Japan Sewage Works Agency

下水汚泥の肥料化に関するＪＳの取り組みについて

令和4年9月9日に開催された「第１回食料安定供給・農林水産業基盤強化本

部」において、岸田総理から、喫緊の課題である食料品の物価高騰に緊急に対
応していくため、下水汚泥等の未利用資源の利用拡大による肥料の国産化・安
定供給等の諸課題に関し、農林水産大臣を中心に、来年に結果が出せるよう、
緊急パッケージを策定するよう指示があったところ。

３．ＪＳの対応方針

日本下水道事業団（JS）では、下水汚泥の有効利用について多くの経験と知識を保有しており、下

水汚泥等の未利用資源の利活用の拡大による肥料の国産化・安定供給に寄与すべく引き続き地方
公共団体を支援していくとともに、更に強化していく所存。

１．背 景

「第1回食料安定供給・農林水産業基盤

強化本部」にてご発言される岸田総理

これまで下水汚泥の多くは建設資材に利用され、肥料利用は現在約1割にとどまっている。一方、輸
入依存度の高い肥料原料の価格が高騰する中、持続可能な食料システムの確立に向け、下水汚泥を
肥料として活用することが改めて重要視されている。

２．最近の動き

バイオマス活用基本計画の改訂

食料安定供給・農林水産業基盤強化本部の開催

令和4年9月6日に第３次バイオマス活用推進基本計画を閣議決定した。計画で

は、下水汚泥の肥料化・リン回収等の緑農地利用促進が謳われ、具体的な数値目
標として「バイオマスリサイクル率」を設定し緑農地利用が促進されることになった。

現在の利用率 約35％

2030年の目標 約50％

バイオマスリサイクル率

beppu-a26p
テキストボックス
資料12



Japan Sewage Works Agency

下水汚泥の肥料化に関するＪＳの取り組みについて

４．ＪＳの支援実績

○肥料化等に関する有効利用施設について、ＪＳの実績は以下のとおり

肥料化に関する施設（建設中または手続き中含む） ： 16箇所

（コンポスト、乾燥等）

リン回収に関する施設 ： ４箇所
（MAP法※1、灰アルカリ抽出法※2）

名称 高島浄化センター

処理能力 16,400ｍ3/日

処理方式 1,2号池 凝集剤添加循環式硝化脱窒法＋急速ろ過法
3,4号池 凝集剤添加ステップ流入式多段硝化脱窒法

＋急速ろ過法

汚泥処理 濃縮（機械・重力）－脱水

下水汚泥の有効利用施設の支援実績

【滋賀県琵琶湖流域下水道高島浄化センターコンポスト化事業の概要】

施設配置図

◎事業経緯
・平成３０年度 汚泥の有効利用方法について検討開始
・令和元年度 滋賀県下水道審議会で議論、コンポスト化施設導入を答申
・令和２年度 建設事業着手
・令和５年度 施設稼働予定

JSは、これまで様々な下水汚泥の緑農地利用施設の計画・設計・建設を支援してきました。また
最近では、民間活力を活かした事業手法を採用した緑農地利用促進を支援しています。

◎事業内容
・コンポスト化施設能力 11.7 t/日
・事業形態 DBO方式※3

施設概要

※１ リン酸、アンモニアが含まれるような排水に対し、マグネシウムを添加し、リンを回収する方法
※２ 焼却灰にアルカリ溶液を加え、灰からリンを溶出させ、回収する方法

※3 ただし、事業団が設計・建設を担う者と契約し、自治体
が設計・工事の落札者と維持管理・運営業務の契約を締結
する方式



Japan Sewage Works Agency

肥料化に限らず、下水汚泥の有効利用については地域性に基づく計画策定、導入可能性調査
を実施することが望ましく、JSではこの計画段階から支援を行うことが可能です。また、コンポスト
化試験装置を用いた導入可能性調査の実施支援、さらには事業実施段階でのモニタリング支援
も可能です。

基本構想

導入可能性調査

基本計画

事業計画の変更

基本設計

要求水準書の作成

実施方針の公表

入札・契約手続き

事業実施

コンポスト化試験装置

下水汚泥の肥料化に関するＪＳの取り組みについて

５．ＪＳにおける事業実施までのフロー

事業フローの例

下水汚泥からコンポストを自動的に
製造できる装置。下水汚泥を装置に
５～２０㎏装置に投入すると１～７kg
のコンポストが製造されます。

必要に応じ

装置外観

発酵中の汚泥

・コンポスト製造試験
・成分分析、施用試験
・農家等へサンプル提供
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下水汚泥中重金属について
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○下水汚泥中重金属濃度は、1970～80年代に比べ1/5～1/10に低減

出典：「再生と利用」日本下水道協会2012.1
出典：「再生と利用」日本下水道協会2010.10

大阪市における下水汚泥中重金属の推移 仙台市における下水汚泥中重金属の推移



Japan Sewage Works Agency

• 下水汚泥の肥料利用に関する調査研究を進め
るとともに、コンポスト化試験装置を用いた導入
可能調査から施設整備、事業実施まで一連でJS
が支援できる。

• 下水汚泥の肥料利用に関して、積極的に取り組
んでいきたいと考える自治体は多い。

• 一方、本格的施用試験や流通に関してのノウハ
ウに乏しく、農業サイドの協力をお願いしたい。

まとめ





「下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた官民検討会」の開催について 

１．趣旨 

下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた推進策を農林水産省及び国土交通省

の他、関係機関が連携して検討するため、下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向け

た官民検討会（以下「検討会」という。）を開催する。 

２．構成員 

学識経験者、自治体、関係団体、農林水産省・国土交通省（審議官・部長及び

担当課長）等で構成（別紙参照） 

３．検討内容 

下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた推進策の検討 

 下水汚泥資源の肥料利用の現状

 下水汚泥資源の肥料利用の事例紹介

 下水汚泥資源の肥料利用に当たっての課題の整理

 下水汚泥資源の肥料利用拡大に向けた関係者の役割と具体的な取組 等

４．開催スケジュール 

月１回程度開催し、年内を目途に論点整理を行う。 

５．その他 

 検討会は非公開とする。ただし、検討会冒頭のみ、撮影等を可とする。

 検討会の資料及び議事概要については、検討会開催後、出席者の確認を

取った上で、農林水産省、国土交通省ホームページに公表する。
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